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うえ、ご自身でご判断ください。
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◼当資料の中で個別企業名が記載されている場合、それらはあくまでも参考のために掲載したものであり、各企業の推奨を目的とするもの
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オーストラリア金融政策（2022年7月）
3会合連続の利上げで、政策金利は1.35％に

1/1

2022年7月5日

（出所）豪州統計局

（政策金利：2006年1月初～2022年7月5日）
（消費者物価指数：2006年1-3月期～2022年1-3月期）

豪州の失業率と小売売上高

（％）

インフレ加速が見込まれる中、今後も利上げを継続する方針

RBA（豪州準備銀行）は7月5日（現地、以下同様）の理事会で、市場予想通り政策金利を0.85％から

1.35％へ、0.5％ポイント引き上げることを決定しました。

声明文では、①インフレ率は海外要因（新型コロナに関連したサプライチェーンの混乱、ロシアのウク

ライナ侵攻）と国内要因（力強い需要、労働市場のひっ迫、いくつかの業種における供給制約、洪水）の

多方面から押し上げられていること、②労働市場は堅調で失業率が今後数カ月で一段と低下する見通しで

あること、③個人消費はインフレや利上げにもかかわらず足元でも好調であること、などが述べられてい

ます。また、インフレ見通しに関しては「年内にピークを付けて、来年には（インフレ目標の）2～3％の

レンジに向けて鈍化する」との表現にとどまり、具体的な予想は来月にアップデートするとしています。

今後については前回と同じく「今後数カ月にわたって、金融環境の正常化プロセスを更に進める」との

表現で、利上げ継続の方針を示しています。具体的な利上げペースに関しては、今後得られるデータや

RBAの物価・雇用見通しに依存するとしていますが、インフレ率が更に加速する見通しであることや②③

を考慮すると、現時点で当社は次回も0.5％ポイントの利上げが決定される可能性が高いと考えています。

なお、FRB（米国連邦準備制度理事会）は6月に利上げ幅を0.75％ポイントに拡大させましたが、FRBは

年8回、RBAは年11回会合があるため、RBAの0.5％ポイント利上げはFRBと同等のペースと言えます。

豪州の政策金利と消費者物価指数

（出所）ブルームバーグ、豪州統計局

（2006年1月～2022年5月）（％）
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